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１．はじめに
　2014年９月の総理大臣記者会見で地方創生が国の政策課題となる中，政策評価を数値化して評価する
KPIの考えが重要視されることとなった。そのことと相まって，市町村にとっても政策評価のツールとし
て産業連関表の作成と積極的な活用が求められるようになった。
　地域産業連関表の作成としては，これまで経産局単位，都道府県単位，いくつかの政令市などでなされ
てきたが，市町村の産業連関表の作成は極めて少なかった。その理由の１番目は，作成にかかる時間費用
が大きく，また作成に関わることのできる人員がいないことであった。２番目には，地方の市町村のよう
な（経済規模が小さいと言う意味で）小地域の場合，多くのまちが全国経済の動きでまちの経済が規定さ
れている状況となっていて，まちの経済に自立性が低く，「まちの経済」がまちの外からの移入に依存し
ている部分が圧倒的に大きいからである。つまり，わざわざ連関表など作らなくても，GDPとの相関さえ
見ておけば良いということになる。しかしながら，自立を目指すならなおのこと「まちの連関構造」がど
のようになっているかをきちんと掴んでおくべきである。小地域の場合は県のような広域自治体と違って，
基礎自治体として住民との距離が近い。そういったところでは，きちんとしたサーベイ調査ができる可能
性も高く，それなりの意義があると言える。
　地方創生が叫ばれる前にも市町村レベルでの産業連関表はいくつか作られていた。その代表的なものは，
本田・中沢（2000），中沢（2002）による舞鶴市の産業連関表の作成である。また，最近では，小長谷・
前川（2012年）の第７章において市町村産業連関表の作成手順を詳細に解説している。他にも研究論文と
して公表されていないもので，市町村が独自に（調査機関や大学等に委託して）作成した産業連関表は少
なからずある。１
　地域産業連関表を作成するには，実際の調査に基づいたサーベイ法と既存統計を活用したノンサーベイ
法がある。サーベイ法といっても，企業間取引アンケートや最終需要アンケートの回収率の多くは30％以
１　10年以上前のものとして，旭川市，釧路市，相模原市，佐渡市，豊中市，大垣市，真庭市などの市産業連関表。
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下で，また回答内容の正確さの問題もあって，実際の作成に当たって使えないことが少なからずある。他
方，ノンサーベイ法の場合は，従来幾つかの研究例もあるが，国民経済と異なり開放性の非常に高い市町
村経済では移出と移入の推計値に不安定さがあり，また投入係数なども道府県のものをそのまま用いるア
プローチが取られており，産業連関表の計数の信頼性に疑問がある。
　また，これまで作成されてきた市町村産業連関表の特徴として，投入構造は当該市町村がある府県の投
入係数を使っていること，移輸入額はしばしば縦横のバランス調整の残差として推計されていることなど，
多くの課題が存在している。縦横のバランス調整の際にRAS法を使う場合もあるが，それも結局は残差の
再配分方法の１つに過ぎないのである。
　本稿では，工業統計調査や経済センサスの個票データが使えるという前提と，一定規模の事業所への取
引アンケート調査のデータが利用できるという意味で「調査情報を活用した」という表題をつけている。
全国表の基本分類統計を利用した投入係数の推計とより正確な生産額や最終需要額などの推計方法を開発
し，そこから得られる開放型の逆行列を用いた生産誘発効果額から得られる産業連関表内生部門の再推計
と生産額の初期推計値との調整というフィードバックをもった新たなアプローチを提案する。２
２．産業連関表の４つのパーツ
　ここでの産業連関表作成は，①生産額，②各産業の中間需要部分（中間投入部分），③最終需要部分，
④付加価値部門の４つのパーツからなる。これを示したのが図１である。
　まず，①の生産額については，列方向の合計である総投入額は生産額に一致し，行方向の合計である総
需要額も生産額に一致する。産業連関表での「生産額」の概念は，各経済活動の販売額や出荷額に相当し
ており，県民経済計算（SNA）などでは産出額に対応している。県民経済計算の産出額，工業統計表，商
業統計表，経済センサス等の個表から推計するが，詳細は次節で述べる。
　次に，②の中間投入・中間需要の部分は企業間・産業間の取引額を表している。縦方向に見ると，各企
業は同業他社や異業種からの仕入れの金額である。それらを投入要素として財やサービスを生産すること
から中間投入と呼ばれる。横方向に見ると，各企業の生産物がどれだけ同業種や異業種に販売されたか，
２　詳しい解説は，http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/resas/information/bunsekijirei.html にあるが，そこでは筆者の提案した
New Approachのモデルがある。
 
産業間・企業間の取引
Ｂ to Ｂ
企業の生産物（サービス）
を、企業が生産活動のた
めの購入（投入、需要）額
②各産業の中間需要部分 ③最終需要部分
生産への投
入需要では
なく、消費、
投資など
主に内需
④付加価値部門
①生産額（購入）
産出（販売方向）
図１　産業連関表の４つのパーツ
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つまり需要されたかの金額であることから中間需要と呼ばれている。ここの部分は，B to Bということに
なる。これらの取引額は，推計した生産額に後述する投入係数を乗じることで求める。
　③の最終需要は，民間最終消費，政府最終消費，政府固定資本形成，民間固定資本形成，在庫変化とい
う域内需要部分と「移輸出」という域外需要，そして域外からの調達分「移輸入」（控除）から成る。消
費や投資のような域内最終需要については既存統計から推計する。移輸出額については，原則，アンケー
ト集計と県の移輸出率から求める。移輸入額については，推計生産額と投入係数，域内最終需要から域内
需要を求め，域内生産額，推計した移輸出額から，［移輸入額＝域内需要－生産額＋移輸出額］という関
係式を用いて推計する。
　そして④の付加価値部分については，基本的には国や県の配分比率を適用するが，アンケート集計から
付加価値に占める雇用者所得，企業の利潤（営業余剰）などの割合との調整をする。
３．部門分類の決定
　全国表での基本分類は，2011年表では，内生部門は（行518部門×列397部門），また2015年基本分類表
では（行509部門×列391部門）の矩形であるもののともに正方行列ではない。これは，列がアクティビティ，
行が商品に対応していることによる。たとえば，列部門では「麦類」だが，行部門では「小麦」と「大麦」
に分かれており，小麦も大麦も麦を生産するという同じ活動であるのに対して，小麦と大麦では商品が異
なることから販売方向を見る行部門では分けている。逆に火力発電も他の発電も同じ電力という商品で共
通しているが，生産活動としては異なるので列部門は分けている。
　基本的には，列に合わせて生産額を推計するが，投入係数を推計することを考えると，これについては
基本分類表に従っていくのが基本である。ただし，分析用に用いる連関表の部門分類としては，対象地域
表１　清酒とビールの投入係数（上位20）
清　酒 投入係数 ビール類 投入係数
１ 精米 0.0773 金属プレス製品 0.0452 
２ 卸売 0.0442 テレビ・ラジオ広告 0.0255 
３ その他の紙製容器 0.0315 プラスチック製容器 0.0234 
４ 他に分類されないガラス製品 0.0281 再生資源回収・加工処理 0.0162 
５ その他の対事業所サービス 0.0264 その他の食料品 0.0130 
６ テレビ・ラジオ広告 0.0244 卸売 0.0129 
７ 事業用電力 0.0189 他に分類されないガラス製品 0.0122 
８ その他の酒類 0.0162 新聞・雑誌・その他の広告 0.0107 
９ アルミ圧延製品 0.0129 段ボール箱 0.0075 
10 道路貨物輸送 0.0106 道路貨物輸送 0.0060 
11 段ボール箱 0.0104 その他の紙製容器 0.0053 
12 新聞・雑誌・その他の広告 0.0101 都市ガス 0.0051 
13 プラスチック製容器 0.0087 でん粉 0.0050 
14 金属製容器・製缶板金製品 0.0070 ぶどう糖・水あめ・異性化糖 0.0048 
15 機械修理 0.0067 情報処理・提供サービス 0.0047 
16 産業用機械器具賃貸業 0.0060 その他の製造工業製品 0.0041 
17 その他の食料品 0.0057 アルミ圧延製品 0.0032 
18 不動産賃貸業 0.0056 その他の飲料用作物 0.0031 
19 自家輸送（貨物自動車） 0.0055 事業用電力 0.0030 
20 警備業 0.0054 大麦 0.0029 
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の産業特性や今後の産業振興策を勘案して部門を決定することが望まれる。
　中分類の107部門では製造業の食料品製造業は，小分類だと畜産食料品，水産食料品，精穀・製粉，めん・
パン・菓子類，その他食料品など多岐に分かれている。これら小分類それぞれにおいて当然投入構造も異
なってくることから，対象地域の産業構造の特徴や今後の産業振興策などを念頭において中分類の食料品
製造業から必要な部門を独立させることも必要になってくる。
　同様のことは中分類での「飲料」は，小分類では「酒類」と「その他飲料」に分かれ，さらに基本分類
では「酒類」は「清酒」，「ビール類」，「ウイスキー類」，「その他」に分かれる。酒類，ビール，お茶，清
涼飲料水などではそれぞれで投入構造が異なるので，地域の実情に合った分類をするべきである。前頁の
表１は基本分類で初めて分離される「清酒」と「ビール類」，それぞれの投入係数上位20を示したものである。
清酒に関しては「精米」からの投入割合が１位であるのに対して，ビール類では「精米」の投入は見当た
らない。産業連関表作成時に「飲料」という部門で括る場合，対象地域の飲料部門が具体的にどのような
飲料製造業が存在，あるいは集積しているかを精査した上での産業分類の考え方が，あとあとの分析につ
いて重要となるのである。
　同様の考え方で，繊維製品や化学工業などは中身が多様なので必要に応じて再分割することが必要にな
る。反対に，産業連関表では，鉄鋼業については107部門表（中分類表）において，「銑鉄・粗鋼」，「鋼材」，
「鋳鍛造品（鉄）」，「その他の鉄鋼製品」の４つに分かれており，今日我が国での鉄鋼生産額は高度経済成
長期に比べて大きく減少しており，同時に鉄鋼生産が行われている地域も激減している。こういった時代
の変化を勘案すれば，「鉄鋼業」と１つにまとめて捉えても，多くの地域にとっては分析上の問題はない
であろう。
４．事前準備
　生産額や最終需要額の推計を行う際に，より広域団体である県民経済計算や府県の産業連関表の計数を
参考にすることが少なからず出てくる。そこでは，産業連関表は年次，経済計算は年度単位であるので，
県民経済計算や市民経済計算の年度値を年次値に変換しておくといった事前準備が必要である。例えば，
2015年次の推計値であれば，2014年度の計数に0.25，2015年の計数に0.75をウェイトとして加重平均値を
求めておくことである。
　表２は岡山市の市民経済計算の生産者及び要素価格表の抜粋である。3  表の右側から３つの列は2015年
時点の推計値を示している。これは，2015年度値に0.75，2014年度値に0.25を掛けた加重平均の数値となっ
ている。
　最終需要項目であれば，民間最終消費，政府最終消費，民間固定資本形成，公的固定資本形成，在庫変
化などは産業連関表と項目が対応しているので，直近の府県の産業連関表の年次変換値において（IO値⊘
SNA値）といった変換係数（コンバーター）を求めておくことが必要である。
　（IO値⊘SNA値）コンバーターは，府県産業連関表における粗付加価値額（SNAでは生産額）と生産額（SNA
では産出額）についても求めておく。これによって，作成後の産業連関表の精度を確認できる。
３　岡山市では，市民経済計算の推計において付表である中間投入額や要素所得額も推計しており，この統計が直接利用でき
るが，一部の政令市を除いたほとんどの市においてはこういった表は推計しておらず，府県表を用いた推計となる。
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５．部門別の生産額の推計
　生産額の推計はできるだけ産業連関表の基本分類に沿って行うこととする。ただし，標準産業分類（SIC）
に基づく政府統計と産業連関表のアクティビティベースの基本分類とは概念上完全には対応していないの
で，そこは各種統計等を参考にして弾力的に判断する。
表２　岡山市 市民経済計算（2014年度実績値，2015年度実績値，2015年次推計値）
2014年度実績 2015年度実績 2015年次推計
経済活動の種類
産出額
（生産者
価格表示）
中間投入
市内総生産
（生産者価
格表示）
産出額
（生産者価
格表示）
中間投入
市内総生産
（生産者価
格表示）
産出額
（生産者価
格表示）
中間投入
市内総生産
（生産者価
格表示）
① ② ③＝①－② ① ② ③＝①－② ① ② ③＝①－②
１．農林水産業 25,811 13,325 12,486 27,084 13,845 13,239 26,766 13,715 13,051
２．鉱業 1,772 1,100 672 1,722 1,053 669 1,735 1,065 670
３．製造業 958,249 580,156 378,093 1,037,334 602,817 434,517 1,017,563 597,152 420,411
　⑴　食料品 222,402 97,828 124,574 259,513 114,225 145,288 250,235 110,126 140,110
　⑵　繊維製品 36,339 26,727 9,612 44,226 25,153 19,073 42,254 25,547 16,708
　⑶　パルプ・紙・紙加工品 31,769 20,357 11,412 36,179 23,629 12,550 35,077 22,811 12,266
　⑷　化学 91,756 59,222 32,534 91,443 55,670 35,773 91,521 56,558 34,963
　⑸　石油・石炭製品 2,519 1,473 1,046 971 569 402 1,358 795 563
　⑹　窯業・土石製品 29,162 20,279 8,883 35,077 20,967 14,110 33,598 20,795 12,803
　⑺　一次金属 46,270 27,036 19,234 45,313 28,255 17,058 45,552 27,950 17,602
　⑻　金属製品 48,813 31,783 17,030 51,007 30,842 20,165 50,459 31,077 19,381
　⑼　はん用・生産用・業務用機械 141,663 103,030 38,633 147,448 110,495 36,953 146,002 108,629 37,373
　⑽　電子部品・デバイス 4,481 2,591 1,890 3,973 2,388 1,585 4,100 2,439 1,661
　⑾　電気機械 9,054 4,225 4,829 17,160 9,559 7,601 15,134 8,226 6,908
　⑿　情報・通信機器 37,492 26,321 11,171 24,976 12,149 12,827 28,105 15,692 12,413
　⒀　輸送用機械 27,803 15,113 12,690 35,033 18,790 16,243 33,226 17,871 15,355
　⒁　その他の製造業 228,726 144,171 84,555 245,015 150,126 94,889 240,943 148,637 92,306
４．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 122,998 47,486 75,512 126,160 51,357 74,803 125,370 50,389 74,980
５．建設業 281,155 151,854 129,301 289,916 154,333 135,583 287,726 153,713 134,013
６．卸売・小売業 638,800 225,259 413,541 658,550 225,934 432,616 653,613 225,765 427,847
７．運輸・郵便業 231,099 79,019 152,080 226,722 76,096 150,626 227,816 76,827 150,990
８．宿泊・飲食サービス業 181,224 106,418 74,806 181,874 105,849 76,025 181,712 105,991 75,720
９．情報通信業 242,174 115,931 126,243 251,095 120,789 130,306 248,865 119,575 129,290
10．金融・保険業 193,663 63,074 130,589 203,228 67,103 136,125 200,837 66,096 134,741
11．不動産業 405,471 81,479 323,992 414,847 81,946 332,901 412,503 81,829 330,674
12．専門・科学技術等 335,752 114,376 221,376 343,721 116,491 227,230 341,729 115,962 225,767
13．公務 156,618 24,751 131,867 159,402 26,582 132,820 158,706 26,124 132,582
14．教育 181,569 34,830 146,739 184,671 35,462 149,209 183,896 35,304 148,592
15．保健衛生・社会事業 423,995 174,884 249,111 441,841 180,809 261,032 437,380 179,328 258,052
16．その他のサービス 238,559 103,152 135,407 233,840 100,074 133,766 235,020 100,844 134,176
小　計 4,618,909 1,917,094 2,701,815 4,782,007 1,960,540 2,821,467 4,741,233 1,949,679 2,791,554
　輸入品に課される税・関税 46,093 － 46,093 46,982 － 46,982 46,760 － 46,760
　（控除）総資本形成に係る消費税 20,045 － 20,045 25,786 － 25,786 24,351 － 24,351
合　計 4,644,957 1,917,094 2,727,863 4,803,203 1,960,540 2,842,663 4,763,642 1,949,679 2,813,963
注）「岡山市民経済計算」の付表に基づく。
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　農業部門の場合であれば，農林水産省が推計している「市町村産出額」がある。製造部門であれば，工
業統計表４桁（詳細分類）・６桁（品目分類）集計，経済センサスの３桁（小分類）集計などを用いて生
産額を推計する。例えば，サービス部門であれば，経済センサスの分類が小分類までであるので，その分
類に合わせた形での生産額の推計となる。表３では，産業連関表の107中分類を基準とした生産額の推計
方法について示しているが，基本分類において推計方法が異なる場合は追記している。
表３　産業部門別の生産額推計方法
産業部門 生産額の推計方法
耕種農業 農林水産省の市町村推計値（千万円）を用いる。
（基本分類に即した産出額が可能）。
畜産 同上
農業サービス 対象年次の府県の生産額を経済センサスの従業者数で按分する。
農協へのヒアリング（必須）。
林業 市町村経済計算の推計値があればそれを活用する。通常は，県民経済計算のIO基準年からの
二時点間の変化率を適用して対象年次の生産額を推計し，コンバーターでIO値に変換する。
県と市町村の営林面積もしくは従業者割合で按分する。
林業組合へのヒアリングで補完する（必須）。
漁業 市町村経済計算の推計値があればそれを活用する。県民経済計算のIO基準年からの二時点間
の変化率を適用して対象年次の生産額を推計し，コンバーターでIO値に変換する。県と市町
村の水揚げ高もしくは従業者割合で按分する。漁業へのヒアリングで補完する（必須）。
鉱業 主に「砂利・採石」関係の生産額が多い。中国地方では石灰石も。県民経済計算のIO基準年
からの二時点間の変化率を適用して対象年次の生産額を推計し，コンバーターでIO値に変換
する。県と市町村の営林面積もしくは従業者割合で按分する。経済センサスの当該市町の対
県割合を適用する。
製造部門 産業連関表の基本分類に即して，対象年の工業統計表（品目編）個票からの出荷額を用いる。
再生資源回収 全国表より再生資源回収・加工処理の対製造業割合を求め，これを当該地域の製造業生産額
に乗じて求める。
建築，建設補修
公共事業，他土木
産業連関表は建設工事が行われた場所の金額という発生地主義であり，経済センサスは事業
所での収入である。
住宅建築については，「建築着工統計」の着工面積について，対県割合で，二時点で延長推計
した県IO生産額を按分する。これを木造・非木造別に推計する。非住宅建設についても同様
の方法。公共事業関係については，当該自治体の普通建設事業費の市町村合計に対する割合
で延長推計した県IOの生産額を按分する。
電力 経済センサスの従業者数の変化率を県産業連関表の生産額に適用し，経済センサスの収入額
で按分することを基本とするが，経済センサスでは事業所ベースだが，産業連関表では発電
と配電を分離して考え，発電所がない地域でも配電分を計上している。また，電力会社の有
価証券取引報告書も参考にする。
ガス 経済センサスの従業者数の変化率を県産業連関表の生産額に適用し，経済センサスの収入額
で按分する。
水道 経済センサスの従業者数の変化率を県産業連関表の生産額に適用し，経済センサスの収入額
で按分する。
廃棄物処理 経済センサスの「廃棄物処理業」を用いる。
卸売 （県IO生産額／商業統計販売額）＊（経済センサス当該市町村の収入額）
小売 同上
金融・保険 経済センサスでは，受取利息，保険料収入，投資利益などの経常収益を集計している。産業
連関表では，「貸付金に対する受け取り利子マイナス預貯金への支払利子」という純粋なマー
ジンを集計している。経済センサスの従業者数もしくは収入額の変化率を県産業連関表の生
産額に適用し，経済センサスの収入額で按分する。
不動産仲介及び賃貸 同上
住宅賃貸料 同上
住宅賃貸料（帰属家賃） 持ち家の数で県の数値を按分する。
鉄道輸送
経済センサスの従業者数もしくは収入額の変化率を県産業連関表の生産額に適用し，経済セ
ンサスの収入額で按分する。
道路輸送（自家輸送を除く） 同上
自家輸送 同上
水運 同上
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産業部門 生産額の推計方法
航空輸送 同上
貨物利用運送 同上
倉庫 同上
運輸附帯サービス 同上
郵便・信書便 同上
通信 同上
放送 同上
情報サービス 同上
インターネット附随サービス 同上
映像・音声・文字情報制作 同上
公務 市町村決算状況の歳出額の数値を用いて按分する。
教育 公的機関の存在を考慮し，これについては別途統計を取る。
研究 公的機関の存在を考慮し，これについては別途統計を取る。
医療 公的機関の存在を考慮し，これについては別途統計を取る。
保健衛生
経済センサスの従業者数の変化率を府県産業連関表の生産額に適用し，経済センサスの収入
額で按分する。
社会保険・社会福祉 同上
介護 同上
その他の非営利団体サービス 同上
物品賃貸サービス 同上
広告 同上
自動車整備・機械修理 同上
その他の対事業所サービス 同上
宿泊業 同上
飲食サービス 同上
洗濯・理容・美容・浴場業 同上
娯楽サービス 同上
その他の対個人サービス 同上
事務用品 事務用機械器具製造業の出荷額を参考にする。
分類不明 県表の数値を従業者数で按分するが，特にゼロでも問題はない。
６．投入係数の推計
　産業分類を細かくすることで，産業部門別の投入係数は全国値も市町村のような小地域も投入構造比率
に変わりがないと考え，全国産業連関表で採用されている「産業連関表基本分類」509×391分類の取引表
を用いて投入係数を推計する。
　2015年全国表の基本分類を正方行列にした390分類の取引表を作成する。4　まず，各行を107部門（もし
くは187部門）に再集計したワークシートを作成する。次に，列について基本分類に対応した標準産業分
類４桁コードを割り振る。ただし，経済センサスの2014年基礎調査や2016年活動調査は３桁分類（小分類）
であるので，非製造部門については３桁分類番号でかまわない。当該市町村の出荷額（工業統計）もしく
は収入額（経済センサス）をそれぞれ対応する列に入力する。これをウェイトとして投入係数を求める。
たとえば，390部門表において下の表に示す投入額と投入係数の場合，Ｄ部門でのＪ部門からの投入係数 
 は，出荷額でウェイトを付けた
　　　
４　2011年表であれば397部門となる。行部門の「事業用電力」は列部門では「火力」と「火力以外」に分かれているため390
分類となる。
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となる。
　具体的にある市の例で見てみる。下の表５は，中分類での「食料品製造業」に属する詳細分類（４桁分
類）でみた当該市に存在する従業員が４人以上の事業所である。それぞれ産業連関表の基本分類に対応し
た位置に置いている。５行目から下が基本分類から107部門に行を集計したときの投入係数である（「他の
窯業・土石製品」より下の部門は省略）。右端の列が当該市で用いる食料品製造業の投入係数となる。具
表４　部門統合による投入係数
当該部門分類　⇒ 統合したＤ部門
391部門　⇒ Ａ部門 Ｂ部門 Ｃ部門
当該市の出荷額（収入額） XA XB XC
Ｊ部門からの投入係数 AJA AJB AJC
表５　食料品製造の投入係数表
IOコード 111202 111309 111909 111901 111000
詳細分類コード 0919 0922 0993 0995 食料品製造業
詳細分類名 他の畜産食料品 海藻加工業 豆腐・油揚 冷凍調理食品 左の加重値
出荷額（万円） 273,342 16,159 1,000 88,373 ———
?????????
耕種農業 0.0975 0.0011 0.0532 0.0521 0.0827 
畜産 0.0031 0.0000 0.0243 0.0083 0.0023 
農業サービス 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
林業 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
漁業 0.0002 0.2252 0.0000 0.0059 0.0097 
鉱業 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
食料品 0.0038 0.0000 0.0000 0.0000 0.0027 
飲料 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
飼料・有機質肥料 0.2192 0.1142 0.3335 0.3033 0.1639 
たばこ 0.0000 0.0004 0.0039 0.0000 0.0000 
繊維工業製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
衣服・その他の繊維既製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
木材・木製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
家具・装備品 0.0001 0.0017 0.0016 0.0003 0.0002 
パルプ・紙・加工紙 0.0000 0.0008 0.0004 0.0000 0.0000 
紙加工品 0.0002 0.0001 0.0003 0.0002 0.0002 
印刷・製版・製本 0.0028 0.0184 0.0117 0.0149 0.0028 
化学肥料 0.0013 0.0050 0.0039 0.0044 0.0011 
無機化学工業製品 0.0000 0.0088 0.0114 0.0166 0.0004 
石油化学基礎製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
有機化学工業製品 0.0004 0.0040 0.0026 0.0005 0.0004 
合成樹脂 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
化学繊維 0.0004 0.0038 0.0003 0.0065 0.0004 
医薬品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
化学最終製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
石油・石炭製品 0.0000 0.0000 0.0006 0.0000 0.0000 
プラスチック製品 0.0000 0.0000 0.0012 0.0029 0.0000 
ゴム製品 0.0065 0.0046 0.0107 0.0058 0.0049 
なめし革・毛皮・同製品 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
ガラス・ガラス製品 0.0476 0.0681 0.0184 0.0080 0.0373 
セメント・セメント製品 0.0001 0.0006 0.0001 0.0003 0.0001 
陶磁器 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
他の窯業・土石製品 0.0033 0.0023 0.0015 0.0000 0.0025 
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体的に示すと，耕種農業からの投入係数は，
　　（0.0975*273,342＋0.0011*16,195＋0.0532*1,000＋0.0521*88373）÷
　　（273,342＋16,159＋1,000＋88,373）＝0.0827
となる。これが仮に当該市がある県の産業連関表の投入係数だと0.1161と大きい値になるのである。
　従来の市町村産業連関表の作成においては，多くの場合，県の投入係数をそのまま適用してきたものが
見受けられてきた。これだと，基本分類での連関表を作成する場合であれば問題はないが，「食料品製造業」
とか「飲料・飼料」といった中分類で県表と同じ投入係数を用いることは，県の産業構造と同じ場合を除
いては好ましいとは言えない。極端な例でいうと，当該市にはビールの生産工場がなくて，県内他都市に
それがある場合，飲料部門の投入係数として（あるいは酒類部門でも同様に）県の数値を採用することは，
当該市にとって誤った産業連関構造を描写することになるからである。
７．最終需要の推計
　県の産業連関表の域内最終需要の項目は中分類では，家計外消費支出（列），民間消費支出，一般政府
消費支出，一般政府消費支出（社会資本等減耗分），県内総固定資本形成（公的），県内総固定資本形成（民
間），在庫純増，調整項の８項目から構成されている。
　県民経済計算の年次変換値に対して，産業連関表の基準年から対象年への変化率を適用し，さらに先に
述べたIO⊘SNAコンバーターでIO基準に変換しておくことが，すべての最終需要項目について必要である。
　まず，「家計外消費支出（列）」は，宿泊・日当，交際費及び福利厚生費の財・サービスの内訳を計上す
るわけであるが，企業アンケートではここまで詳細には聞いていないので，県の数値からの按分法を用い
る。一般に，県では市町村の法人企業所得が推計されているので，その当該市の額で按分する。家計外消
費支出の合計値を産業部門別の生産額の大きさに応じて配分する。ただし，付加価値部門においても同じ
「家計外消費支出（行）」があることから，先に行和の推計を実施し，それをもって列の合計として産業間
に割り当てても良い。
　次に「民間最終消費」であるが，これには家計の消費と対家計民間非営利団体の消費が含まれている。
この按分指標に市町村値が使える商業統計からの小売販売額を用いることがあるが，民間最終消費は基本
的には居住者に対する属人概念の統計値であり，そこから域外で購入した金額を加算したものである。5　
小売販売額は属地概念なので，域外からの消費流入が多い地域では，本来移出である数値がそこに入るこ
とで過大推計される懸念がある。１つの対策としては，県内市町村での個人所得と小売販売額の関係式を
推定し，そこからの乖離度合いで調整することである。
　図２のプロットは，岡山県の市町村の個人所得（課税者所得＋年金額）と小売販売額の関係を示したも
のである。回帰直線からすると，たとえば岡山市は所得に比べて販売額が多く，消費が流入していると
考えられる。回帰方程式の推定結果を用いると，岡山市の所得水準に対する販売額は7761.0億円であり，
288.7億円が純流入していると推計される。単純に小売販売額の岡山市の対県シェアを見ると43.1％で，こ
れは課税者所得の41.3％に比べて大きい値となっている。しかし，純流入の288.7億円を引いた額で対県シェ
アを見ると41.5％他のシェアに比べて突出したものとはならないことがわかる。岡山市の民間最終消費支
出額としては，この割合で按分することも考えられよう。
　しかしながら，民間消費支出というは物販のみではない。医療や洗濯・理美容，教育，娯楽，飲食など
多くの対個人向けサービスへの支出が含まれているので，こういった分野への支出も考慮する必要がある。
５　これは，後に移入として控除される。
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そういう観点からすれば，「全国消費実態調査」の地域編の計数を活用することが望まれる。ただ，この
調査はサンプル調査であり，勤労世帯と２人世帯の２通りの支出構成が示されているに過ぎない。さらに，
人口規模の小さな市町村はサンプル数が限られていることからデータが開示されていない。以上のことを
考えると，民間消費支出（あるいは家計消費支出）については，いくつかのオプションをもうけるべきで
あろう。県の消費支出をベースとして，それを対象地域の常住人口，住民人口，世帯所得額などで按分し
た金額，消費実態調査の一世帯当たりの消費金額を世帯数分増幅させて，対象地域と県の比率をSNAから
IO変換値に適用することなど，いくつかの選択肢を準備しておくことである。これは他の最終需要値に
も言えることだが，絶対的に正しいという根拠がない限り，調整項目として留保しておくことを意味する。
　次の「政府最終消費支出」は，多くの県で金額としては域内最終需要の２割以上を占めて民間最終消費
の５〜６割に次ぐ大きさであり，その支出が地域の産業部門へ与える影響も小さくない。教育や保健衛生
などの対個人的サービスや議会や警察などの社会全体に対するサービスの経費である。したがって，市の
歳出から投資的経費や公債費を除いた支出の額でもって按分するのが望ましいと考えるが，常住人口も按
分基準のひとつである。最終調整においては裁量の余地が残るものである。
　「一般政府消費支出（社会資本等減耗分）」は，当該市の社会資本ストックの対県割合で按分するのが望
ましいが，市町村での社会資本ストックの推計は通常なされていないので，過去５年分の土木事業費もし
くは普通建設事業費のシェアで按分する。
　「域内総固定資本形成（公的）」は，普通建設事業費もしくは土木事業のシェアで按分するのが一般的だ
が，固定資本形成には用地補償費は入っていないが事業費には用地費用が含まれていることに留意してお
く必要がある。
　「域内総固定資本形成（民間）」は，正に民間設備投資である。府県によっては法人企業所得が市町村で
推計されているので，そのシェアで按分することが考えられる。法人企業所得の市町村推計がない場合は，
経済センサスの非一次産業の収入額のシェアで按分することが代替案となる。
　最後の「在庫純増」は，金額自体は大きくはないが非常に推計が難しい項目である。府県の産業部門別
の数値を当該市町村の生産額のシェアで按分する方法が考えられる。
　最終需要の域外分，すなわち「移輸出額」の推計であるが，アンケート調査からの移出率を推計生産額
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図２　個人所得と小売販売額の関係：岡山県市町村
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に適用するのだが，そのウェイトとしてアンケートの生産額で見た補足率を用いる。たとえば，生産額で
の補足率が0.8であれば，残りの0.2は県の移出率へのウェイトとして用いるのである。
　各最終需要額を推計した後は，それらを各部門へどの様に割り振るかである。これについては，次の表
６に一括してまとめている。
表６　最終需要の各部門への割り振り
域内最終需要項目 割り振りの基準
家計外消費支出（列） 県表の比率に準じる
民間最終消費支出
県表の比率に準じるが，消費実態調査などの支出構成など
から地域特性を反映したものにある程度裁量の余地を残す
政府最終消費支出 県表の比率に準じる
一般政府消費支出（社会資本等減耗分）
全国の固定資本マトリックスに準じる域内総固定資本形成（公的）
域内総固定資本形成（民間）
在庫純増 県表の比率に準じる
８．New Approachによる移輸入額の考え方
　ここまでの推計作業によって，残る移輸入の計数を産業連関モデルの均衡式を使うことで残差的なもの
として得ることができる。
　生産額の当初の推計値  を所与，またアンケートからの移出額に捕捉率を考慮した移出額を  ，同様
に投入係数を  とし，域内最終需要額  の各項目については，適当と思われる変数で当該市のデータを
按分，需要額の各部門への割り当ては県の比率と消費実態調査などを考慮して与える。これらによって，
差分としての移入額  が，域内需要である   と域内供給である  との差で求められる。す
なわち，
　　　  （１）
である。ここで各記号の上にある はアンケートデータと統計データに基づく推計値を，〜は統計データ
に基づく推計値あるいは按分数値を表している。
　移入額をアンケートから推計する考え方もあるが，生産品の移出と異なり，移入の構成である企業の仕
入れ品の域外購入や消費財・投資財の域外調達をアンケートから十分に補足することは極めて困難である
ことによる。
　もう１つのアプローチは生産誘発効果から推計する筆者が提唱する「誘導型アプローチ」である。連立
方程式体系である産業連関モデルを解いた式（誘導型）は
　　　  （２）
と表すことができ，ここから生産誘発額として生産額が算出される。算出された生産額に投入係数を乗じ
ることで内生部門である中間需要額（中間投入額）が求まる。このアプローチでは移入係数を必要とする
ことから，移入係数をどのように推計するかが課題となるが，それは前節で述べたアプローチを用いるこ
とで解決する。さらに，この誘導型アプローチでは，生産誘発額と投入係数などを用いて産業連関表を再
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現できるという強みがある。このことは，「自給率や移出率の変化など構造変化を伴う場合のシミュレー
ション」において，事前と事後の産業連関表の構築が可能という大きな利点があることを意味している。
　移入係数は，一般に，
　　　  （３）
と定義される。この移入係数は，（１）式から求められた移入額を用いると推計できる，ただし，以下の
観点からチェックをすることが必要となってくる。
　まず，符号条件が合っているかどうかという点である。マイナスの場合は逆輸入の状況となっている。
これは，域内の需要不足もしくはあるいは同時に供給過剰が原因である。ここで（１）式から移出額の推
計値を増やすことで移入額も増加させることができる。この場合は，交易収支は変わらない。需要額が不
足していることに対する対応は，当該部門の生産物に対する各部門の投入係数の見直しを意味する。また，
生産額の推計を見直すことも必要である。農業や個表に基づいた推計値である製造業については変更の余
地は小さいが，サービス業については按分指標も含めて再考の余地はある。生産額の推計値が小さくなる
と移入のマイナス値は小さくなる（需要増加で移入自体は増加することによる）。ただし，移出額を所与
としているときにはその程度も考慮しておく必要がある。
　需要面では，上述したように当該部門についての投入係数の推計値が過小になっていることが考えられ
る。そして，最終需要の推計値であるが，そもそもの需要額の推計方法の再考，そして消費実態調査など
を参考して，需要費目への構成比率の変更も考える必要がある。そこには，前節で述べたように最終需要
額の推計値に対してのオプションを準備しておくことが役に立つのである。
９．産業連関表の計数チェック
9.1　生産額，付加価値額のチェック
　「生産額の初期推計の合計」と「県民経済計算の要素所得勘定（附表）における産出額と生産額（粗付
加価値額）から求めた付加価値率について，これを県推計の市町村生産額（粗付加価値額）に適用して求
めた市町村の産出額（IOでは生産額）」との乖離が大きくないかをチェックする。また，産業連関表から
の最終需要合計 と県推計の市町村生産額（粗付加価値額）の乖離が大きくないかもチェック
する。
　次に，当初推計の生産額CTと移入率を調整して（２）式に基づいて求めた誘導型生産額との乖離につ
いての調整が必要となる。
　これらについての乖離の許容度であるが，農業，林業，水産業については，基本となる市町村の生産額
統計やヒアリング調査などから補足されているので，乖離率は１％以内に納める。製造業については，品
目編の個票をベースにしているものの，３人以下の事業所は対象から外れている。その点で，経済センサ
スとの数値の大きい方を採用しているのであるが，３〜５％の過剰推計であっても許容範囲とする。土木・
建築・建設系の部門については，産業連関の概念は発生地主義であるのに対して経済センサスは事業所収
益基準である。したがって，小都市になればそれだけ初期値が過小推計になっている可能性がある。経験
的に言って５〜 10％の過大推計は許容範囲とする。
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9.2　交易収支の妥当性
　地域のマクロ経済において，域内で得た所得  に加えて仕送りや域外からの財産所得等での純収入を 
 と定義して
　　　  
所得・支出の関係式は
　　　
貯蓄に回った  は，金融機関において投資（融資）  されるか，そうでない場合は有価証券  の購入に
回る。
　　　  
他方，財政収支においては，支出  に対して税収  の不足分は，国からの財政移転  によって調整される。
　　　  
最初の２つの式から
　　　
という関係式が成り立つ。この式はマクロ経済のISバランス式とも言われているものであるが，あくまで
も事後的に成り立つものであることに留意しておく必要がある。
　左辺の第１項は，地域の貯蓄超過を意味し，それは有価証券に当てられる。仮にそれが地方債であれば
地域に還元されるが，社債や国債であれば直接的に地域には還元されない。さらにコール市場で運用され
る場合は，国外も含めた投資需要の高い地域へと当該地域のマネーは移っていく。ここで，左辺の第２項
の交易収支  は民間の経済活動の結果であり，地域経済の自立性を見る１つの指標である。また，
貯蓄超過  についても個人の意思決定と金融機関の意思決定の結果であり，直接的に政策が関与し
てくるものではない。そうすると地域の投資不足（貯蓄超過）分と交易収支のマイナス分が循環する資金
不足ということになるので，これを結果的に財政移転  で調整していることになる。
　実際の  としては，地方交付税や地方債だけではない。  は自治体の歳出額，  は自主財源的なもので，
（地方税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴ
ルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税及び軽油取引税交付金，交通安全特別交付金，
国庫支出金の内の委託金，分担金及び負担金，使用料，手数料，繰入金，純繰越金，財産収入，諸収入）
などである。地方交付税とは値が異なる。
　多くの地方都市の場合は，貯蓄超過傾向（投資不足傾向）なので，  となる。そうすると，
交易赤字額は，  よりは絶対値として低めに出ると予想される。
　次の表７は，近年，筆者が産業連関表の作成を行ったうちの４市の状況である。（Pは住民人口）
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　公務の移出と移入はゼロが基本である。公務への需要は圧倒的に政府最終消費支出の額に依存している。
反面，政府最終消費支出額の推計には曖昧さが残る。公務の移入額は政府最終消費支出の総額の推計値を
調整することでゼロに持って行く。建築業，土木業については生産額を調整する。統計勘定において，移
出と移入がゼロの部門については，初期生産額からまず移出額を引き，移出のセルをゼロにする。次に移
入額を引くことによって，移出額，移入額ともにゼロになる。
表７　財政収支と交付税
県 市
住民人口
（人）
地方交付税
（千円）
（G-T）⊘ P
（万円⊘人）
１人当たり
交付税（万円）
岐阜県 高山市 　89,208 13,564,037 24.1 15.2
兵庫県 豊岡市 　83,174 18,032,424 34.1 21.7
岡山県 岡山市 709,188 31,176,467 18.7 　4.4
徳島県 美馬市 　31,754 　8,827,752 46.0 28.9 
注）「市町村決算状況調べ」（平成29年度版）より作成
9.3　調整の留意事項
　最終需要における「民間最終消費額」については，その変化が交易収支や粗付加価値額に強い影響を及
ぼす。元をたどれば，県内の小売販売額を分母としての調整構成比に由来する。多くの地方都市では少な
からず製造業の部門において交易収支が赤字であることから，市全体の域際収支を改善させるのであれば，
最終消費額の構成比率を下げれば良い。しかし，その分僅かではあるが，粗付加価値額も低下し，これに
よって市内の粗付加価値率も低下することになる。「一般政府最終消費支出額」についても民間消費と対
応方法はほぼ同様であるが，移入への影響度は小さくなることに留意しておく必要がある。
　産業連関表を作成すると，付加価値率を計算することができる。県表の数値と比べて大きく乖離してい
ないかどうかをチェックしておく必要がある。産業連関表の付加価値額は市町村民経済計算の生産額に相
当するので，年次調整してコンバーターでIO変換した値との整合性も確認しておく必要がある。乖離率
としては３％以内を目指したい。IOの付加価値額が過大であると考えられる場合は，最終需要を低めに
調整することが考えられるが，その場合，一般に交易収支も改善することになる。交易収支をとどめてお
きたい場合は，投入係数を大きくする方向で修正する必要がある。
　最終的には，各産業部門における交易収支について実体経済との整合性，交易収支と財政収支のバラン
ス，県の付加価値率と当該市の付加価値率の整合性，産業連関表の付加価値額と市町村民経済計算の生産
額との整合性などをチェック事項として，当初推計の生産額と誘導型で求めた生産額の乖離幅ができるだ
け小さくになるように産業連関表の計数を決めていくのである。
10．おわりに
　本稿では，小地域である市町村産業連関表を作成する新たな方法について述べた。ここでは，政府統計
の個表データの利用と事業所へのアンケートによるサーベイ法を用いた推計の仕方について，従来の縦横
バランス調整で移輸入額を推計するという残差アプローチとは異なる生産誘発額から産業連関表を再現す
るという「誘導型アプローチ」を説明した。
　このアプローチは６年前に筆者が開発して，これまでも15を超える市町村の産業連関表の作成に貢献し
てきているものである。このアプローチによる政策シミュレーションは中村（2014，2019）にも詳しく述
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べられているが，多くの自治体やシンクタンクの政策シミュレーションツールとは異なり，政策実施前と
後の産業構造の変化が事前と事後の産業連関表が構築されるプロセスでの見える化がなされており，政策
効果分析にとっても有用なものとなっている。
補　誘導型アプローチ（Nakamura Method）
　地域経済における三面の内，生産と支出のバランスは，次の図－Ａ１に示される。この図から
図−Ａ１　生産と支出のバランス図
　　　  （Ａ１）
　　　  （Ａ２）
より，
　　　  （Ａ３）
が得られる。（Ａ３）の域内の総需要部分  は，生産活動への中間需要  と家計消費  や公的投
資 ，民間投資  などの最終需要  に分けられる。すなわち，
　　　
　　　　　  （Ａ４）
　　　  （Ａ５）
のようになる。ここで，  とし，固定の技術係数である投入係数  を定
義する。投入係数行列  を用いると，（Ａ４）と（Ａ５）式は，
　　　  （Ａ６）
と表され，さらに移輸入額は域内需要額に比例すると仮定すれば，  を移輸入ベクトル  を対角化した
行列として，
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　　　  （Ａ７）
この（Ａ７）式を（Ａ６）式に代入すると
　　　  （Ａ８）
ここで，投入係数 ，移入係数対角行列 ，域内最終需要ベクトル ，移輸出ベクトル  などが決ま
ると，（Ａ８）式を解いた「誘導型」
　　  （Ａ９）
から産業部門別の生産誘発額が求まる。これは，当該年次における市内の産業部門別生産額に他ならない。
そこで，部門別の生産誘発額に投入係数の数値を乗じると，産業連関表の内生部門の取引額（中間投入額）
が求められる。
　これに加えて，外生変数である最終需要額，域内需要額と移輸入率から求まる移輸入額を付加すると産
業連関表の需要方向が再現される。そして，付加価値部門については元表の分配率を用いることで再現で
きる。
　投入係数行列  に始まり，以下，単位行列  ，移輸入ベクトル  ，移輸入対角行列  ，自給率対角
行列  ，自給投入係数行列  ，依存投入係数行列  ，インパクト行列（波及効
果行列）  ，そして自給率考慮のインパクト行列  を１枚のワー
クシートに上から表示し，最終的には産業連関表を再現させるという産業連関モデルの見える化が可能と
なる。
　さらにこの誘導型アプローチの利点として，最終需要や移入率，投入係数などを変化させるといった構
造改革のシミュレーションをおこなうと，事前・事後の産業連関表が直接比較可能になることで，どの産
業部門の取引額がどの程度変化したかということが見える化されることになるのである。
参　考　文　献
小長谷一之・前川知史（2012）『経済効果入門』日本評論社．
中村良平（2014）『まちづくり構造改革：地域経済構造をデザインする』日本加除出版．
中村良平（2019）『まちづくり構造改革Ⅱ：新たな展開と実践』日本加除出版．
中澤純治（2002）「市町村産業連関表の作成とその問題点」政策科学，第９巻２号，pp.113⊖125．
日吉拓也・河上哲・土井正幸（2004）「ノンサーベイ・アプローチによるつくば市産業連関表の作成と応用」『産業連関－イノベー
ション＆ I-O テクニーク－』Vol.1，No.1，pp.3⊖15．
長谷川良二・安髙優司「福知山市接続産業連関表の作成の試み」産業連関，Vol.17，No.3，pp.74⊖86.
本田豊・中澤純治（2000）「市町村地域産業連関表の作成と応用」立命館経済学，第49巻４号，pp.51⊖76．
－27－
調査票情報を活用した市町村産業連関表の構築：New Approach 27
Construction of IO Table in cities, towns, and villages: New Approach
Ryohei Nakamura
Abstract
　This paper proposes a new approach to construct IO Table called “Reduced Form Approach.” There are a survey 
method and a non-survey method for constructing the regional input-output table. This paper proposes a hybrid 
approach that combines a survey method in terms of utilizing individual information and a survey method in the 
sense of conducting a questionnaire survey of business establishments.
　The most difficult part of constructing a regional input-output table is estimating the value of exports and imports. 
Furthermore, in an open regional economy, exports and imports have a large weight. In many of the conventional 
methods, the import/export rate was taken from the input-output table of the prefecture, and the import/export value 
was extracted as the residual of the expenditure balance. In this paper, we propose a “Reduced Form Approach” 
that reproduces the input-output table from the production induced value. This not only overcomes the difficulty of 
balance adjustment, but also realizes the visibility of simulation analysis using an input-output table.
